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郷鎮企業内の労働市場の研究 (II)
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1. 郷銃企業の賃金制度と賃金形態

郷鉛介業の1リi{l形態上の特殊性とiill業後の歴史

の浅さか脱i刈て．そこにおける賃金制度ならひに

賃金形態はいまだに規範化されていないところか

多い。国営企業または都市集団部門においては，

全国統一(J) 「等級賃金制度」かあるのに対して，

郷鎮企業の場合，現存している企業内の分配制度

は多種多様てある，それらを整理すれは，おおJ::

そ以I<d),；h粕利か挙けられよう。

第 1に` t'I金収人は基本給とボーナスの 2つの

部分から構成される。従業員の基本給は，国営部

門の等級賃金制度をもとにして作られた企業内賃

金序列表に従って決まる。与えられたノルマを達

成すれば．既定の基本給を得ることができる C，こ

仔にあたる，そして，ボーナスはノルマU)超過分

に応して決まり．多く働けば，その分たけ収人は

増加する。郷鎮企業においては，インセンティプ

の機能を有するボーナスは．大変重視され，給与

に占める割合は高く，大多数の場合50年前後にも

達するという。

第2の類咄は出来恥貨金制である。規模か小さ

く，生産プロセスが相対的に簡単な郷鎮企業ては，

このタイプの賃金制度かよく採用される。なかて

も，（1生産された製品の景およひ単位当りの報酬

によって給与水準が決まる。しかも金額には上限

も下限もなく，完全に働きに応ずる方式である。

(2)累進出来仙制てある C．つまり，生産量をいくつ

かに区切って，各ランキングに異なる報酬システ

ムを適用する。そうすることによって，労働怠欲

の一層の発揮か図られる。 (3)生産チーム単位て出

負を行ない，生産量の多少により賃金所得の分配

か行なわれる。 (4)生産分野と違って，生産用原材

料の購人や製品の販売の場合，「供錯員」（生産用

原材料の購人に Iヽ り従する人およひ製品の販化に内．従す

る人の総称。 tiiJfiを Ij共／心員」，後者を「推鎖H」と

称す）の給りは，まったく各人の営業業舶によっ

て決定され． ul！咄的な出来高賃金制に属するで以

上のよう｛こ，さまざまな態様がある。

第3の類型は，基本給，職務給，ボーナスなど

からなる複合給与制であり，一般管理者およびエ

場長に適用される。この賃金体系における基本給

れはいわゆる！よ本的牛活を保障するための1屎l硲給 や職務給の金額は， •定の基準に基づき予め決め
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られるが．ホーナスの部分は，基本的に各人(})i--

管部門と(})招約htおよひ契約の達成度によって大

幅に変動する。

以上より分かるように，郷鎮企業には，統一さ

れた賃金制度は存在しない。賃金の構成について
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は，生活を保齢するための，いわゆる代金の保辟

機能よりは，労慟意欲を引き出すための，いわゆ

るインセンティプ機能がより璽要視されている。

その意味において，郷鎮企業の賃金の性格は，基

本的に国営部門のそれとは異なっている。さまざ

まな賃金形態があったからこそ，郷鎮企業の運営

に活竹化かもたらされたのかもしれなし、 (9

ところて．給りの支給方法についても．介業1H]

には統 されたh法は存在しない。経常が順調て

ある際，月給制か実施されるが， しかし，ほとん

との郷鎮企業にとっては，それは不可能に近く，

月給制はめったに実施されない。

現地調査で明らかになったが， 上海郊外，蘇南

あたりては、 1988り以来の'41締め政沿の影押もあ

ろうか、 部の郷鎮企業では，月給制ところか，

年給制さえも維杓てきていない。それに． •部0)

企業ては，給りの現金支払の代わりに．取りHl|f

企業の製品を半強制的に従業員に買わせることも

ある。また，従業員は所属企業の提供するサービ

ス（食堂，理髭など）を受ける場合，直接には料金

を支払わなくてもよし屯ゞ，その分は1叶ぷ給りから

差しりlかれるとし、う。

工場Kアンケート調在から見てもこれは明諒て

ある(〉 |lll答い） :{G6企業のうち，旬｝l給りをK給

している企業は全体の9.0ぷで，わずか33企業で

しかなかった。その他は不定期支給方式をとって

いる。つまり．金かあるとき賃金を支給するが，

経営が不調に陥るごとになると，介業は従業員に

我慢してもら＇）他には仕方がなし％たたし，こう

いう状態を支えられる基盤は，従業員U)枯本的牛

活か I11fflll1（政府に農産物を九艶り渡すfしf知）ある

農地）と「[1糧田1 （農家の食糧白給(/)ための農地）

の兼業経営によって確保されていること．企業を

辞めて域外の都市部門への転職か制度的にきわめ

郷鎖介業内の労働市場の研究 (IIJ 

て難しいことにある 0

このような給与支給の弾力的運営は，郷鎖介業

が不確実な市場環境に直面しているなかで，企業

の運営賓金の不足を補って，企業の存続維持から

経営回復への一種のクッション効果を果たしてい

ると評価されている。

2. 郷鎮企業の賃金決定

郷鎮企業の賃金決定某準は各時期において相％

異なる。 197(）年代木までの人民公社時代において

は．農業部門の過剰就業と所得分配方式の影響の

下て，企業従業員の収入水準は農業従事者の平均

所得によって規定されていた。すなわち，彼らは

企業で得た現金収入を，まず所属する生産隊に上

納し，そして現金の代わりに，生産隊から一定の

「労働工分」（労働参）111()）得点）を与えられる。最終

の年収水準は，糾局年間の「総労働工分」と「労

働工分」の単仙によって決定されてしまう (iiI I 0 

ところが，家族農業経営の復活によって所得分

配関係に大きな変革が生じた。従業員は直接に勤

務する企業から現金給与を受け取れるようになっ

たのである，，以卜; 1汁1j市ふ県S郷，同巾J,1県

M郷，それにil蘇省JしMX郷で行なった間き取り

調査に基つき，現{f0)郷鎮企業における貨金決定

について若r,0)芳察をりなう。

山労働者の場合

蘇南， 上海郊外のような発展農村地域では，企

業発展の初期段階において，企業側の労働者（エ

人）に対する技能的要求かあまり高くなかった，

それに，供給側の農家労働力のほとんどが農民経

験者であることもあって，従業員の年齢，教育程

度は．賃金決定に際してほとんど配慮されなかっ

た。ところが，近年になって郷鎮企業の技術に対

する要求の高まりや新規学卒者の増加を背景に，

労働者の質的側面も重要視されつつある。
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J県X郷D企業の事例を紹介しよう。この企業

では， 1989年までに，労働者の初任給は一律して

27元／月（且本給）とされていたか， 9（）年からは，

教育程度が賃金決定の一要素としで衿慮に人れら

れるようになった。新規中学校卒者の初{f給は27

元／月，新規高校卒者は37元／月と， は虻(})格芹

が付けられている旧2)。また，すでに企業に人っ

ている者に対しても，教育程度に応じた賃金水準

の調整が全面的に行なわれた。ただし，昇給する

際に，｛呵金アップの幅は依然として同じとされて

し)る o

国営部門と違って，郷鎮企業従業HU)fi金決定

と昇給は労慟局の規制に拘束されす，多くの場合，

各企業の内部または直接関連する部門の判断に委

ねられている。工場長アンケート調査表のなかで，

「貴企業は，初任給を決定する際，または賃金水準

を引き上げる際， どんな要素を最も重視するか」

という質問に対して与えられた10要索のうちから，

璽要と思われるものを 3つまで挙けてもらった。

集計結果は第14表に示したとおりである。

さて，第14表に即して．初任給の決定と賃金引

き上げに影孵を与えそうな諸要素の重要度を検討

してみる。調行項fIに取り入れられた9つの要系

のうち，最も重要と忠われるものは， a．郷村政府

の関係規定てあり，調介対象企業の90年余もそう

考えにそれに次ぐものは b．企業の経営状況であ

り同88.9ぷに達する。前者については，村営と連

営企業における比率は郷営のそれよりやや大きい

か，企業規模別に見ると，大規模であればあるほ

ど，そこにおける賃金決定に際して，郷村政府の

関係規定かより屯要視されているようである。逆

に言うと相対的大規模介業に対しては，郷村政府

はより徹底した管理を行なうことになるのであろ

ぅ2 そして，企業経営の損益状況によって賃金水

準と賃金弓Iき上げの幅が決まる， という郷鎮企業

の賃金決定は，国営企業のそれと比較すればたい

へん典味深いと思われる。

他に，貨金決定に相対的な重要性を有する要索

第14表 郷鎮企業従党員のfl]任給の決定と賃全41きLけの要因
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b.企業の経常状況 88.!J I 8!!.8 I 8~ 

C. 域内他企業(/)貨金水準 29. 5 I :m. 1 _ 2 I 
d.物価水準の変化 22.6 I 2:u I 2~ 

e.県以上の主管部門の関係規定 15.9 I 22.9 I H 

f.農業従事者の収人水準 11.4 I 5.9 I 11 

g. 従業員の要求 7.8 : 8.5 I r 
h.都市職員の賃金水準 6.2 2.5 I 6.6 

i.農家労働力の供給状況 1.1 2.5 I o.o 
j. その他 10.:l ; 5.1 I 12.6 

| 

（出所） 「郷鎖企業工場長アンケート講介 (1990年12月からgi年2月）」による。
（注） （l）数値は，「直要」と思う人の人数を令lnl怜者数て割ったものてある。 (2)数値は複数回答の結果てある U
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としては， C.域内他企業の賃金水準 (29.5ぷ），

d．物価水準の変化 (22.6ぷ）， e.県レベル以上の主

管部門())関係規定 (15.9ぷ）などか学げられる。

なかても，相対的大規模企業あるいは郷営企業に

おいては， C.域内他企業の賃金水準と C.県レベル

以上(/)_t竹部門(/)関係規定はより屯要てあるこ

とを読み取ることかできる C ところが，賃金決定

に影響を与えるはすの， i．農家労慟力の供給状況，

h都市（国営・集団セクター）職員（城鎮職エ）の

賃金水淋， g.従業目の要求，それに f.農業従事者

の収人水準，(/)4疫素は，本調査てはあまり屯要

てなし)との結果となっている。この糸，＼果は，（イ）

郷鎮企業従業員(/)li金は，域内の罠業従巾行(/)収

人水準および域外の都市職員の賃金水準とは，ほ

とんど独立に決定されること，（口）賃金決定と給

与水準は農業部門の過剰労慟力の有無にかかわら

ないごと，（ハ）賃金決定と昇給に際して従業員か

らの要求かはどんど無視されること，なとを慈味

するてあろう C

(2) 「供鉛員」の場合

郷鎮企業においては，原材料の購買や製品販売

がどこまで順調に行なわれるかは，企業の行方を

決める要であって，それらの業務を担当する「供

錯員」は，企業の存続・成長にとって最も重要な

人物てあると，忍められている。郷鎖企架ては，い

かにして「供錯い」の勤労意欲とOll紅精神を引き

出すかに多くの閃心が払われている。以9‘̂, 「供

舘員」の貨金決定に焦点を当てて，そこに存する

インセンティプシステムについて若干の考察を行

なう。

現地調査によれば，蘇南， t海郊外あたりでは，

原材料を購買する「供応員」の報酬は，桔本的に

業務州(/)多少と取り1価格の交渉状況によって決ま

る。 ＾般的に，まず「供応員」はある）泉材料につ

郷鎮企業内J)＇j}｛動市場J)研究 (II)

いてE という価格で所属企業と請負の契約を結

ふ。次に、 「供応員」は取引の相手を探しに出か

け， P2(＜化）という価格でさまざまな交渉活

動を展開する。もしも交渉に成功すれば，（I） 1

P2) X Q （取り1航）はその人の報酬になる。これ

は「供応員」 0)貨金決定の基本モデルである。

それと対照的に，製品の販売に携わる，いわゆ

る「推蛸員」の賃金決定モテルはやや複雑である。

大別すれば3つの類型があろう。

〔モデル l]「推錯員」の報酬 I＝メーカー価格

P1X販売植QX 「推銅員」報酬率R+（取り1価格

P2-Pi) X QX 「推錯H」への割当率R —販売

コスト C。このモテルては， Rは普通5ら前後で，

R は50~'，：ぐらいとされるが，交通費，交際費，そ

れに礼金などからなる販売コスト Cはかなり大き

く， またP1は既定であるので， Iをより多くす

るには，圧をより高く， Qをより多くするよう

努力しなけれはならない。モデル 1は「推納員」

にとってきわめて魅力的なので，中小規模の郷鎖

企業では，企業の成長促進の一方策としてよく採

用される。

［モテル2〕／ ＝P1XQXR十（P2一P1)XQ  

X R'-C X自己負担率R”3 これはモデル1と基

本的には同じだが，大企業の場合， Qが大きく．

または製品の先行きが良いとき， Iを適l［水準ま

で抑えるために、 R は数；ゞ 99まで41き下けられる。

その代わりに，販売コストの一部は企業負担とな

る。これは大企業で典型的に見られる。

〔モデル幻 l=(P2-P1)XQ-C。この種

の賃金決定は最も簡単で，小規模企業あるいは経

営不振に陥った企業でよく見られる。なぜかと言

うと，市場を開拓するために，「推鎖員」の役割

が決定的なものてあって，彼らの意欲と創意を始

大限に誘発しなければならないからだという。
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(3) 管即者の場合

集団所有制を中心とする蘇南， L海郊外あたり

の郷鎮企業では，郷村政府または工業公司に対し

ての請負制は普遍的に導入されている。企業の経

営者に当たる工場長等の収入は基本的に契約書の

諸指標の達成度または郷政府以上の主管部門の諸

規定によって定められ．工場長自らまたは lーー場(})

リーターグループの決定権や労働者からの発戸権

がほとんと認められなし％

工場長アンケート調査で明らかになったか，郷

鎮企業工場長の賃金収入は主として請負契約の考

課指標または経営の実績によって規定され，全体

の64.0~はがこの類に属する。次に重要なのは，郷

村政府または工業公司が主管部門(})関係規定に枯

づき企業管即者(})収人水準を定めることてある

(29.2む）。すなわち，非請負制企業におしヽても，

そこにおける符岬者の収入水準は_t竹部門(})監腎

下におかれているのである。他に．本人による決

定はゼロで，企業のリーダーグループの検討によ

るものは1.9年，従業員の検討によるものは0.8；；五

と，し〗すれも屯要性を持たない。

以1-(}）語特徴は．郷営企業と連営介業(})なかで

共通して観察されるが，村営企業の場合． 9，htt招
約の考課指標と経営実績による規定はもっと多く，

全体の74.7年に達する。村営企業のほうはより多

＜請負制を導入しているというわけであろう。

さらに，企業管理者と郷村政府または工業公司

との契約内容についてもう少し詳しく見ておごう。

現地調介ての収集資料によれば．郷鎖企業特に郷

営企業の場合． I湯長，副工場長および総会計は．

直接に1^業公9i]と契約を結ぶ。契約項日は．各々

の職務内容に応じて十数ないし数十とさまざま

である。各項目または指標の標準評価値の総和は

100となるが，しかし，実際の執行状況によって

44 

各項目または指標の評価点数が一定の範囲内で変

動することかできる。結局，年度末工場長らの職

務評価点数は 100を上下することもありうる。 J

県X郷の事例では，たとえば，工場の総会計とエ

業公司との契約項目は，全部で22項目にものぽり，

財務制度と関係規定の執行状況や記帳内容の整合

性と正確さ，企業内のコスト管理・資金竹理と企

業活動の経済分析，等々，いろいろな内容が含ま

れている。

3. 郷鎮企業の賃金格差

労慟市場の研究には欠かせないもう 1つの重要

な課題は賃金構造すなわち賃金格差の解明にある。

しかし，中国の郷鎮企業では，従業員の個人的特

性（性，年齢教育程疫，勤続年数，職種）や，働

く場所の特性（介菜(})所有形態企業規模，介榮所

在地）による賃金格＆の実証的研究は，円金統計

調査の不備のために，木だに手をつけられておら

ず、その実態は不明のままてある。都市職員の総

数にも匹敵する数の従業員を擁する郷鎮企業内の

賃金構造に対して，その実態を少しでも解明する

必要があると考え，今回の「従業員調査棠」 0)な

かに関連する項llを設けたのである。 220:1人のサ

ンプルに基つき郷鎖企業の賃金格差を解叫するに

は，統計学的制約か多少あると認めざるを得ない

けれども，課題への接近のための試みとして決し

て無意味ではないと確信している。資料を扱う手

法は以前同様，まずグラフを作成し，そしてそれ

を詳細に観察するというやり方に終始する。

まず， ここでいうiで金の内容について予め説町

しておく必要かある。調査票のなかに賃金関係の

項目は「実際受け取っている平均月給」と「年間

受け取ったポーナス」と 2つあり，同答してもら

う数字は1990年のものとした。ただし，郷鎮企業

においては，前述したようなさまざまな賃金形態
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があるため， 1祈定内の基本給与よりはボーナスを

含めた混合年給のほうが，より正確な賃金構造を

反映することができよう。したがって、以下で論

ずる賃金は，月給X12カ月テ年間ポーナス＝年間

給与のこととする。

賃金構造の特徴は，人がその労慟生涯を通じて

どのような報洲を得られるかを概観するとH)］らか

になる C，一般的には給与は，年齢や勤紐年数とと

もに、 'It.教育程度、職種，職階，企業規模によ

っても異なる。ここでは， まず年齢と勤続年数，

性，教育程度に焦点をしほって，年齢・勤続年数

による性別・教育程度別の給与曲線を描き出す。

これらの曲線を比較することによって郷鎮企業の

賃金構辿の特徴を探り出すことにする

(1) 従業員の個人的特性による賃金格I.i:

第7図は，年間給与について年齢により，性別

・教育秤度別に小したものである。調介対象の従

業員数が少ないところは，線がなだらかになるよ

うに除いてある（第8,10, 11図についても同様）。

60歳以上の中学校卒以上の者はかなり少ないので

除いた。

さて，弟7図から何を見い出せるのたろうか。

第1に，年1hl糸合勺は年齢とともにlh昇する傾向か

あり， 10歳代てヒークに達する。そしてその後、

第7図 年齢による件別・教育程度別年間給与

（元）
2,800 

Z.400 

2,000 
` `―̀ ̀  -̀―------------

1,600 女fì``̀ 
() 1......L_______ __ ~ -・-.. ----'----------

19以ド 20~29 30~39 40~49 50~59 60以上

（年齢）

（出所） 「郷鎮企業従業者アンケート調査 (1991年
2月から同年3月）ーによる。

郷鎖企業内の労働市場の研究 (II)

少額でありながら卜降降する傾向が見られる。第2

に，年間給与を男女別に見ると，初任給は両方と

もに低く，ほぽ同水準にあるか，それ以上の年齢

層へいくと．両者間に大きなギャップが現われ，

しかもそれは，あまり変わらぬ女性の給与に対し

て男性の急速な給与増加に起因したものであると

観察される，］また、女性の年間給与を 100とする

と，男性のそれは， 2（）歳代で113,30歳代で142,

40歳代で 139,5(）歳代て 125,60歳代で142と，向

者の格差は縮まらない。

第3:こ．教育程度と給与との関係を見るが．教

育程度別給与曲線が示すとおり，小学校卒以下の

場合，各年齢層の給与水準はきわめて近く．年齢

と給与との相関関係はほとんどないほどである。

また，調杏対絞0)少なさを配慮して，中学校卒以

上の者を一括し，給与曲線を描いたが， 20歳代の

若年時には，教育程度別賃金格差がほとんと見ら

れないのに．その後の伸びは中学校卒以上のほう

てかなり速く，小学校卒以下のそれとの大きなギ

ャップをもたらす。ここで，小学校卒以下の給与

を100とすれは．中学校卒以上のそれは， 20歳代

で100,30歳代で112,40歳代で127,50歳代でl07

と，年齢とともに教育程度による賃金格位は大き

くなり， 40歳代てヒークに達してから縮まる方l句

に向かう，：』

もちろん，それらは平均値であって，中学校卒

以上のなかでも低い給与は，小学校卒以下のなか

の高い給与より少ないなど，上下にはらつきがあ

る。

ところて，前に述へた郷鎮企業従業員の職業キ

ャリアからも明らかなように，従業員のなかに新

規学卒者はきわめて少ない。そのため，以上のよう

に年齢のみを基準に賃金格差を見ることでは不十

分であろう。年齢の大小と勤続年数の長さとの一
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第 8図 勤続年数による性別・教育程度別年間給与

りじ）
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2,000 

1,600 

0 
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l人満 1-n満 ；～l人点 ；～り人泊 9~liへi古iH,U I出、， 1

（勤粒り数）

（出所） 第 7図と同じ。

致性が保証されないからである。そこで，さらに

勤続年数による性別・教育程度別賃金格差を見る

必要がある。

勤続年数による性別・教育程度別給与曲線を示

した第8図から言えることは，まず第1に，男女

間に大きな賃金格差が依然として見られるか，教

育程度別に見ると．小学校卒以下と中学校卒以上

との年間給与は勤続14年までは非常に近い C 第2

に，勤続年数が長いほど，女性または小学校卒以

下の給与はともに増加する傾向を見せ．第7図て

見た女性と小学校卒以下の水平線に近い給与曲線

と鮮明な対照をなしている。この点からすれは，

各年齢層における女性あるいは小学校卒以下の給

与水準の水平的推移は，主としてほぼ同し勤続年

数によってもたらされたと考えられよう。

(2) 働く場所の特性による賃金格差

ここでは，所有形態と規模の異なる郷鎮企業に

おいて従業員の賃金構造の特徴を検出してみる。

第9図は年齢による所有形態別年問給与を示した

ものである。ここで，調査対象のうち，連営企業

の従業員が少なく (1割弱），各年齢層の平均給与

を十分に表わせないであろうと判断し｀連営企業
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第 9図 年齢による所有形態別年間給与

りじ）

2,600 

2. 20(） 

]、iiOO

1.400 

゜

付肛；企叉

---..ヽ--

郷常企業

lりL')、卜 2(）～ 29 3(） ～ 39 4(） ~ 4 9 5(1 ~ 5 9 6(）li 1 
渭齢）

（出所） 第 7図と同しつ

の給与曲線を省くことにした。

ます郷営企業については，同図が示すように，

40歳代までは，高い年齢層ほど年間給与は多くな

るか， ピーク時の40歳代を過きると， 下降する傾

向が見られる。次（こ，村営企業の場合， 20歳代の

年間給与が最も高く．その後の下方推移は非常に

緩やかである。これはおそらく前iヽじで考察した勤

続年数の類似性に起因したものであろう c ここて

lつ注目すべき現象は，村営企業の給与曲線がつね

に郷営企業のそれを上回ることである。従来の観念

で言うと，両者の位置は逆であるはずであるc こ

の点についての原因究明は今後に残すことにする 2

第10図 勤続年数による企業規模別年間給与

1 Jじl 30(）人以 l

¥／ 
2, 6(）lI ,/  

2、200

ごベ
` `‘--・--・ • -9  

,．_ -- l (）（）～ 299人

l, S(）（I 

(I 
1 4点 .へ:t、* ：、1i、；凶 iヽり4、点← Uヽ ll }、1凸l. ～ 1 L，人丙 lt;，, 1 

（勤紐り数）

（出所） 第7図と同じ
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勤続年数による企業規模別年間給与は第10図に

，J；してある。同じく調査対象0)少なさを考慮して，
ここでは，企業規模を99人以下， 100~299人， 300

人以上の 3つに分類した。同図の給与間線から以

下の諸点を引き出すことかできよう。第1に，全

休としては，勤続年数か長けれは長いほど，年間

給与は明らかに増加傾向をポす。第2に，この特

徴は，特に 300人以上の人企業において一層顕著

である。第 3に， 100~299人の中規模企業におい

て，勤続4年までは年間給与はほとんど変わらな

いが，それ以上になると，急速な増加傾向に転じ

る。

以上を総合すると，異なる規模の企業における

勤続年数による給与曲線には，きわめて強い類似

件が存在する。

(3) 職種別賃金格差

職種または職階の給仔体系は枯本的に従業HU)

個人的特性に規定される。潅従業員調査票」 0)な

かで，従業員の職種を労働者．技術者および酋理

者0)3つに区分したが，管理職0)職階をさらに細

分化することはしなかった。したがって．ここて

の分析は前者に巾点を附く。

第11図は年齢による職種別年間給与を示したも

(Jじ）

3,200 

2、KOO

2.400 

2,000 

1,6110 

゜

第11図 年齢による職種別年間給与

-，．`` 
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”, 

-'---- -- -—技術者
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1 9l:J、F 20~2!.I 30、39 41 1 ~ 1 9 5(1 ~ 59 

（出所） 第7図と同じ。

Iii)以卜

(｛1齢）

郷鎮介業内の労慟市場の研究 (II)

のであるか，ここでも， 19歳以下の管理者と技術

者が少ないため，この部分の曲線はホさなかった。

まず，労働者の給与曲線から分かるように，給与

水準は年齢の増加に伴ってほとんど伸びない。 19

歳以下のそれを100とする場合， 60歳以上のそれ

は114てしかない。そして．給与水準が労働者の

それより一段と高い (20~30:,~高い）技術者の場合

においても．年間給与はほとんど変わらない。そ

れに対して管理者は． 20歳代では技術者のそれと

同レベルだか． 30歳代に人ってから急速な伸びを

見せ， 4(）歳代にピークに達する。それ以降逆に下

降する傾向かある。ピーク時の賃金格差は，対労

慟者て63.9ぷ，対技術行で34.7ぶとかなり閥い。

これらの職種別の賃金構造の特徴は，統計資料

からも夷づけられる。 1事例てあるか，上海巾JI 

県S郷における郷鎮企業工場長と一般従業員との

賃金格殆を紹介しよう。

第15表は当該郷における郷営と村営企業のÎ^場

長の用対賃金（一般従業員の平均年間給与を100とす

る）を示したものであり，また参考までに，郷村

政府の非「国家幹部」（農業戸籍を有する郷村政府の

h政幹部(})ことを指す）およひ村民委員会の幹部の

相対賃金（郷鎮企業の平均年間給与を100とする）も

並べてある。 1口］表に示されているとおり，年ごと

第15表 郷鎮企業t場長の相対H金水準
（上海市ふ県S郷の事例）

7ー五粟〗ー 参名：郷鎖企業
平均年閾給与＝100 平均年間給与二100

年次

1 郷営企業 I村営企業 郷機関の幹 I村民委員会

二：部
.0 Ia6.l 

iv上． J I ivo. 4 
198[ 200.（） - 147 (）□ 165.2 160.8 

180.0 

（出所） S郷資料による。
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にあるいは企業の所有形態の相違によって工場長

と一般従業員との賃金格差は大きく変わる。そし

てその賃金格差は， 47.0~133.6~二という相対的

に大きなものであることが確認される。

（注 l) 発展研究所産業企業窄］、刑郷鎖企業的丁資

決定及其効率研究一げ発展研究通訊＼；第91期 1988年5

月）参照。

（注 2) ここていう基本給とは，標中 I)レマを達成す

る場合の給与てあり，実際に受け取る金額は，珪本給に

本人の出来高の標準ノルマに対する倍率をかけるものと

なる。珪本給は、いわは出来翡賃金制を施行するためJ)

計景韮準である。

w 郷鎖企業の保障•福祉制度と経営参加

郷鎖企業の保障•福祉制度を考察するに ‘li たっ

て，中国における都市部のそれに簡単に触れてお

きたい。周知のように，中国の都市部とりわけ

国営企業や事業部門（教育，研究，衛生等）および

行政部門においては，都市住民の就職に対する事

実上の保障や，企業に入ってからの医療，住宅，

安価な生活用品， さまざまな文化施設などの亨

受，そして退職してから死亡まで受け取り続け

る退職金制度による生活の保障，といった就職・

福祉・保障0) 「二位一体システム」は｀体制改革

が10年あまりたった今日でも，依然として存在し

ている (it!)。分権改革以降，こうした「芝位一体

システム」は，「単位」という中国に存する特殊

な社会組織のなかで，弱体化するどころか， ま

すますその役割を増大する側面も見られ，結局

都市経済改革を妨げることに；三ってしまうのであ

る（注 2)0

もちろん， この「二位一体システム」は，農村

部には昔も確立されなかったし， tばまても存しな
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い。 1988年全国20県の農民に対する抽出調査によ

れば，病気になって診療を受けるべき農民の28.7

乞は経済的理由で診療を受けられず，また入院

すべき者の53.4~ゲトは同じ理由で入院できなかった。

それに大別山区ては，病気て死亡した農民の27ら

は｀死亡するまでに診療を受けたことがなかった

という 1「3）。これらの事実は何よりの証左と五え

よう c

ところで，都市経済と農家・農民の中間に位置

する郷鎮企業においては，企業内の保障制度と福

祉制度があるだろうか。もしもあるとしたら，そ

の実態はとうてあろうか。

1. 郷鎮企業の保障制度

蘇南，上海郊外農村での聞き取り調査によれば、

ここ数年間，農村経済構造と就業構造の非農業部

門への転換により、郷鎮企業およびその従業員は

地域社会経済の主役となっている。郷鎮企業は，

企業規模の拡大傾向のみならず，経営管理の側面

においても都市経済の性格に似てきている C また

郷鎖企業従業員もその多くか兼業就業でありなが

らも，普通の産業労慟者の特徴をも有するように

なっている。こうしたなかで，特に創業後の歴史

か比較的長いところでは、定年退職者も出始め、

退職に伴う退職金や退職後の生活保障の問題か浮

上している。社会的保障システムが確立されてい

ない農村社会では，郷鎮企業への保障制度の導入

は一般的に試みられている。たとえば，今回の調

査地てあるふ県M郷では，定年退職制度が実施

されており（男性60歳，女性55歳で定年となる），

退職後男女を問わず'4律に30元／1カ月ー0.6元

x勤続年数の退職金を受け取ることかてきる。退

職金の源泉ふ従業員賃金総額の 1こから積み立

てられた「蓑老金統跨基金」による。また， J,県

S郷の郷鎮企業ても， '.¥1郷の保障制度によく似た
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ものが導入されている（退職金は，男性15元／1カ

月，女性13元／1カ月）。

もちろん，弔例だけでは全体像をつかむことか

できない。以下， 1:場長アンケート調査票0)隼計

結果を示す第16表をもとに，もっと具体的に異な

る所有形態・規模の，異なる時期に創業された企

業における保障制度の特徴を分析する。第16表は，

工場長アンケート淵査票の設間「貫工場では従業

員が定年退職した後，給与を受け取り続けるか．

もし受け取るとすれば，その金額はどれぐらいに

なるか」に対しての回答である。

まず第 1に，調査対象全体について見ると，同

表が示すように，郷鎮企業の9割近くも何らかの

保障制度を実施していることか分かる。すなわち，

4割近くの企業に退職一時金制度があり，そして

郷鉛企業内の労働,Ii場の研究 (II)

半数近くの企業は退職金制度を有する。また，前

者の一時金制度の場合，支給される金額は全体平

均で10.8カ月分の給与に相当するか，退職金制度

の場合に，退職後受け取り続ける老後保障金は，

月額で言うと，在職時給与の29.8~ン；に相当する。

これを都市部門の退職金制度と比較すると，郷鎮

企業の保防制度は，現段階ではまだ象徴的な意味

を有するにすぎず．実隣の老後の牛活保障は，依

然として自力または家族に依存せざるを得ない状

態にある。

次に，企業の所有形態別に見ると，こうした退

職後の保障制度には若干の相違が見られる。ほと

んどの郷営企業では，保障制度が確立されており，

しかも，保障制度の形態は，一時金ではなく，国

営部門の退職金制度に似たものとなっている。そ

第16表 郷鎮企業における保障制度の現状
（％） 

`”：口［口金あ', I 五もなし-『 合計
所

郷営企業 25_9 ns.o>, 10.4 [42.2J I 3.7 I : 100.0 
有

形
村営企業 49.Q (8.6) I 31.0 [24.37 20.0 」 100.0

態
吐常企業 33.9 04.2) 

企
1~ 29人

｝ 
46 0 (3.7) 、l 32 7 [24. VJ  1 } 21.3 

30~ 99人 . (9.2) 
j, . [22 -, 100.0 

業
100~299人 (1 4. 4) ］ ｝ [34 ←」規
:{00~499人 ｝ 37.3 (6.8) 52.9 [3l―9 9.8 l (）（）．(） 

模
50(）人以上 34.9 (-o、.ol 。 58.1 [27.0l 7.0 100.0 

創 1959年以前 18.2 (0.0) 81.8 [34.0J 0.0 100.0 

党 1960~79年 42.0 (9.9) 49. l [::12. 2] 8.9 100.0 

時 1980~83年 45.3 (8.5) 39.6 [27.0] 15.l 100.0 

期 19841［以降 38.1 (12.0) 40.5 l26.7〕 21.-1 100.0 

全 体
37.•8 --00.、8～) - -j, 

49.5 [29.8] 12.7 100.0 

（出所） 第14表と1吋じ。

(ti:） （ )内の数値は退職一時金の対月給())‘lT.>J倍数で単位は月，［ ］内の数値は，在職時の給りに占める

退職金の平均比率である。

49 
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れに，一時金は15.0カ月分の給与に，退職金は在

職時給与の42.2らにそれそれ柑廿し，全体の平均

値を大幅に上回っている。それと対照的に，村営

企業のうち， 2割ものところには何の保障制度も

付せず，あるところにしても．一時金制度が主と

なり (49.（）；'しまた，一時金・退職金の金額も一

段と少ない。連営企業は，前述したように郷営レ

ベルのものが多いためか，保障制度の有様と内容

はともに郷党企党のそれに類似すると見てよい。

第3に，保障制度の有様は，異なる企業規模の

間にも若干の違いが観察される。それを簡単に述

べると，企業規模が大であるほど，そこにおける

保障制度はより良く確立される傾向があると1nl時

に，保障制度の形態も一時金中心から退職金中心

へと移ってくる。ただし．支給される金額につい

ては，各規模附に一定の傾向を見い出すことがで

きない。

そして第4に，創業時期から企業における保障

制度の有様を対比すると，明らかな相違が存在す

ることに気つく，， 1959年以前削業の13企業のうち，

一時金制度は18.2~ゞ，；，退職金制度は81.8::,,. と，退

職後の保障制度はすべての企業で確立されている

ことになる。ところが，それ以後特に近りの創設

企業では， 1呆即制度のないところが多く見られ，

1984年以降創設された企業のうち 2割強にも達す

る。そしてまた，保障形態も安定性の高い退職金

中心から 1I、ド金と退職金と0川砂IJへと変わる。ば

い換えれば，郷鎮企業でも，創業時期か古いほど，

社会主義的企業の体質を多くとどめていると言う

ことができよう。ただし，退職金の在職時給与に

占める割合は少しずつ高まりながらも，相‘り低い

と言わざるを得ない。

以上のように，農村部においても，郷鎮企業内

の保障制度によって農家人[l0)老後生活は部分的

ぅ0

に保即されるようになってきている。ただし，現

段階で象徴的な存在にすぎない廿該制度の背最に

は，農家の基本生活は実に農業の兼業収入によっ

て確保されているということがある。農家の非農

業就業者は，退職後自分の「責任田」がほとんど

引き揚げられることになるが，食糧取得のための

いわゆる「口糧田」は依然として自分で経営され

るのである。

2. 郷鎮企業内の福祉制度

前にも述べたが（前号第2表参照），発展農村地

域の蘇南，上海郊外農村においても，郷鎮企業の

規模はかなり零細で，それに創業後の歴史の浅さ

も加わって，国営企業に当り前のように存在する

さまざまな「単位J 内の福祉は，郷鎮企業にはあ

まり見あたらない。比較的大企業の場合，若干の

福祉対策があるにしても，その内容は都市部のそ

れに比べられないほど単純である。 1欠療制度を取

ってみても分かるように，所属企業による医療費

の令額負担がほとんど見られず，多くの場合， l矢

療費0)金額はいくつかにランキングされ，各ラン

クにおける自己負担率は予め定められる。従業員

ぱ診療を受ける際，それに応じて自己負担の費用

を出費するという。また，企業内の文化施設（た

とえは，閲覧室，倶梨部など）は，特に小規模のも

のが多い村営企業（「企業心というよりも「作業工場」

という表現かより適切であるかもしれない）の場合，

ほとんどない。農家の非農業就党者は，出勤時に

工場に打き，仕事を終えるとすぐに帰宅するのて

ある。

さて，工場長アンケート調査に粘づき，郷鎮介

業内の福祉制度の現状を明らかにしよう。ここて

ふ「従業員に住宅を提供するか否か」• ←文化施設

があるかC' 「実物配給はあるか」と「公費医療は

あるか，ある場合には医療費のうち公費負担部分
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の月給に占める比>年はどれぐらいであるか」， と

郷鎖介業内の労働市場の研究 (II)

離れていなけれは，｛じむ伽祉を享受することかて

いう 4点を捉えて，調在対象企業のl：場長に答え

を求めた。第17表は関連する情報を取りまとめた

ものである。

まず，職員住宅の提供状況を見てみると，所有

形態別では，郷営企業より連営企業のほうが住宅

を提供する介業の比率が高く，半数近くもか従業

員の住宅U)-f配をifなっていること．規模別ては，

大企業であれはあるほど．住宅を提供する企業の

比率が高くなる傾向かあること． そして創業時期

では，近年のものが相対的に従業員に対する住宅

の提供により力を入れているように見えること．

等が推察されうる。

企業では，

ただし，職員住宅を提供する

その適）ll対象はほとんど他地域からの

流入者に限っており，域内の人はよほどl且ー場から

きないことを，

るっ

アンケート調在の結果は示してい

これらを総合すると，以下のように判断するこ

とは適切であろう。すなわち， 1980年代以来，発

展農村地域では，郷鎮企業の急速な成長によって，

農業部門の過剰労働力か吸収されつつ，近年にな

って域内の労働}]不足現象さえも生じ始めてお

り，他地域から労働行を受け入れなけれはなら

ない状態に至った。 こうした域外特に他県あるい

は他省の者は，域内従業員のように自宅から通勤

することは言うまでもなく不可能てある。結局，

彼らは親戚や友人の家に身を寄せる（もともと流

入者の多くは親戚や友人d)紹介でやってきたれたか

ら）か，勤務先0)介業に頼らざるを得ないことに

第17表 郷鎮企業内の福祉制度の現状

職員住宅 文化施設

（％） 

実物配給 公費医療

所

有

形

態

ー、ヽ"" ●ヽ ーヽ．．．．．．ー・

郷 営企業

村営企業

吐営企業

企

業

規

模

創

業

時

期

l ~ 29人
:m~ 99人
100~299人

300~499人

500人以上
9-~ 

1959年以前

1960~79年

1980~83年

1984年以降

令 休

21.0 

25.2 

17. I 

5.6 

20.5 

38.8 

45.8 

37.5 
・・ ●・ ・・

14.3 

25.5 

36. 4 

:i:i.4 

49.5 

4.4 

24.4 

28.8 

5.0 

7.8 

18.5 

58.1 

72.8 

36.4 

22.0 

18.0 

14.2 

60.6 (7.6), 83.2 [58.4] 

52.1 < 7.1) ¥ 59. 3 [ ;i;i. 4 I 
66.7 (］2.（））二5．7[61.8l 
|」

24.1 

38. I (1(）．8) 

Sl.6 (6.1) 

60.4 (7.1) 

56.0 (14.6) 

71.4 (7.0) 
......... 

33.3 (3.0) 

58.2 (6.0) 

58.0 (10.0) 

SI. 7 (8.5) 

57.9 (7.7) 

57.1 [65.0J 

59.8 [5:l.8] 

79.4 [55.2] 

83.9 [57.6] 

83.3 [57.5] 

72.7 [53.8] 

67.9 [56.1] 

75.9 [51.IJ 

69.8 [59.21 

72.6 [5G.Ol 

（出所） 第14表と同じ。

（注） （ ）内の数値は配給実物金額の対年給の平均比率で，［

均比率である。

］内の数値は医療費のうち企業負担部分の平

” 
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なる。

この意味では，従業員に対する住宅の提供は，

福祉的なものというよりも労働力を確保するため

の一方策にすぎないとも百えそうである。しかし，

実際に現地調壺で見る限り，多くの「職エ（従業

員）宿舎」はきわめて粗末で，風雨を防ぐための

小屋でしかなく，とても「家ーと丘えるものでは

ないことを念頭におくべきである。

次は，文化施設についてである。第17表にポさ

れた数値は，何らかの施設を有する企業の比率て‘

あるが，明らかに見られるように，全体としては

4分の 1の企業にしか文化施設はない。特に村営

企業または中小規模の企業 (299人以下），あるい

は体制改革以降創設された企業において｀文化施

設の保有状態は一段と悪いようである。所有形態

や規模，それに創業時期の 3要素を基準に総合的

に見ると，文化施設の状態は主として企業規模の

大小に制約されていると推察されうる。

そして第3に，実物配給の現状について同表か

ぷすように， 6割近くもの企業て実物配給が行な

われており，配給される実物の金額は平均して年

間給与0)7. 7ぷに相当する。それぞれ分類された

企業間に若 Ì：の相違はあるが，相当0)類似性か存

在することは認めざるを得ないであろう c たたし、

前の賃金形態の項ても述べたように，多くの郷鎖

企業では，従業員はたびたび所属企業の取引相手

企業の製品を買わされたりするので，ここでいう

実物配給は実に有料なのであって，国営企業の福

祉的な実物配給と比して，その性質は違う c

最後に，郷鎖企業福祉の基本をなす公費医療に

ついて，同じ第17表から見ていこう。

同表によれば，公費医療制度が施行されている

企業は，全体の 7割にのぼり，しかも，医療費の

半分以卜は所属企業の公費負担となっている。分

52 

類の異なる企業では，この制度の導入状況は一定

の格差を見せるものの，大したものではないと思

われる。また同制度が施行されている企業では，

公費負担の比率も非常に近く，だいたい 5~6割

となっている。

以上から分かるように，今日の郷鎮企業では

企業内福祉は制度的にはまだ整備されておらず．

現存しているもののほとんどが必要最小限に留ま

っていると言わさるを得ない。これは，郷鎮企業

の歴史の浅さや経営状況の厳しさなどに規定され

ているのかもしれないが， もう lつ無視し得ない

要素は，すなわち，労慟•生活の条件改善に努め

る労働組合が作られていないことである。この点

は次項で述べる c

3. 労働者の経営参加

一般的には，労働者の経営参加は大別して 2つ

の内容を含む C 1つは所属企業の経営状況をよ

り良くするため，小集団活動への参加や提案制度

の導人などによって個々人の役割を果たさせるこ

とてあり，いま 1つは、労働者が労働組合に参加

し，団体交渉によって自分の享受すべき権利を確

保し，特に賃金決定，労働者の採用・解雇，労働

条件や企業内福利水準の改善なとの面て労働者側

の意思を表明することである｀い

ところが，社会主義体制下の中国では，労慟者

はすべて国家の主人公であって，労使間の対立や

矛盾は論理的には存在しないはずだとされている＾

労働者の，企業経営に関する意思決定への参与問

題はもとより，さまさまな保障•福祉問題も主体

的に解決されるというわけである。言うまでもな

く，これは国営企業の場合である。

ところで，農村部の郷鎮企業では，労働者の経

営参加はどうなっているのであろうかc

現地での間き取り調査によれは今日の郷鎮企
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業において，労慟組合は制度的にも現実にも存在

していないし，労働者側にはそれを作ろうという

動きも見られない。しかし，そこに何の問題もな

いわけではない。実に，多くの郷鎮企業では，生

産設備ならびに生産方法は十数年ないし数十年前

のものであり（国営企業の技術革新によって廃棄さ

れた設備を安く買い取ったも()))，閥温，騒音，空気

汚染， きつい労働等もあって，労働環境はきわめ

て劣悪な状態にある。また，限られた生産設備の

rて，より多くの労働力を吸収し，または固定汽
本をより速く減価伯却するために， 1日2交替制

ないし 3交替制の作業制度が導人されている。エ

場長アンケート調査（上海郊外農村）では， 2交替

制())企業は32.()~';, 3交替制の企業は21.8し；と，

両者を合わせると，過半数の介業が2, 3交替佑lj

を実施していることが分かる。特に興味深いのは．

大企業であるほど，同指標が高い値を示すことで

ある (29人以↑は:n.5年， 30~99人は46.7ぷ， l（）（）へ

299人は60.6~',,, 300人以上は70.8ら）。他に問題とし

て，先に検討した企業内の保障制度•福祉制度の

両血においては，ほとんど満足てきない状態にあ

ることが指摘てきる。

こうした状況に直面していても．労働組合の創

設ならびにその団体交渉によって労働者の権利を

保設する必要性さえも認識されていない原因は何

であろうか。 1lil迎は残る。

そして一方では．労働者の．経営管理に関する

息思決定への参与はどの程度あるのたろうか。現

地調究によると， 300人程度以 l：の企業において

は，だいたい r職工代表大会j という組織か制度

的に作られており，その主たる役割は従業員の意

見を代弁したり，企業の経営怜理に参加したりす

ることであるとしヽう。しかし， l＂ー場長アンケート

調査の結果からすれば，工場長ならびに一般管理

郷鉛介業内の労働 Ili場U)/~f究 (II)

者の人事異動や賃金決足と賃金弓lき上けに際して，

第10,12表（前号）と第14表で示したとおり，一

般従業員の意思は全く反映されていないと言って

も過けではない。それに，新しい設備投資 (O.3;＼

これは職工代表大会が意思決定に参与する企業の比率

である。以下｀同し），生産計画 (0,3&:），労働者(})

採用(()．3パ），ボーナス水準の決定 (2..1年），製品

価格の制定 (0.0~，·9: ），経営利潤の分配(()． 9ぷ）な

と，ほとんとあらゆる意思決定プロセスにおいて，

労働行の経営参加は見られない。

(ii l) 郭•9附田・劉純杉ほか『失衡的中 Ii,| 』｛ i家庄

河北人民出版社 1990年参照し

（注2) 路風「単位：，．一種特殊的社会組織形式＿ （可

国t1会科学』 1989年第 1期）参照。

(i!-: :I) ,:;恥り田・劉純杉ほか 前掲，り参！I，(［

（注4) 佐野陽f.r企業内）了慟市場』 1i斐閣 1990年。

v 吸約
むすびにかえて

以上．本稿ては，発展農村地域である蘇南と l：：

海郊外の郷鎮企業を対象として，そこにおける労

働者の採用，企業内配ii,-i，技術習得， h'進システ

ム，といった人的資源問題や郷鎮企業の賃金制度．

賃金形態と賃金構造，それに企業内の保障制度と

福祉制疫および労働者の経営参加なと．いわゆる

企業内労働市場の分析に仕、点を当てて，大規模な

アンケート調査と現地調査の資料に基づき実証的

分折を行なった。明らかになった点を簡単に整理

すれば，以下のとおりてある。

¥l) 「蘇南モデル」の農村地域では．郷鎮企業

従業員の採用に際して．郷村政府または関係部門

が最も強い影響力を持ち，特に郷営と付営企業に

対してそうである。それと対照的に迎党企業にお

いては統一就職試験による採用が，個人経営企業

53 
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においては個人的関係による採用が相対的に多い。

ただし．従業員の採用基準については，企業間に

大差がなく、教fi程度，年齢．郷村政府の叶画と

仕巾0)能力という 4つの要素が共通的に弔視され

ている。

(2) 郷鉛企業従業員の職業キャリアについて言

えることは．企業に入る以前にも何らかの職業経

験を持つ者がほとんどであり，一般従業員よりエ

場長のほうがはるかに豊富な職業経験を有する。

しかも，村営企党工場長→連営企菜「場長→郷営

企業上場Kの順に職業経験の豊畠度か，fりまる。；；i

い換えれは，郷鎖企業の経営を担う［場長たちは，

競争的巾場環境に対応していくために，相‘りな経

営能力が要求されるのである。

(3) 職業キャリアと関連する職業または職種間

の移動について，今までの研究と異なった結果か

出ている。つまり，企業に人ってからもたびたひ

仕中を変えたりするのである。特に．介業か小規

模てあるほと，その移動性向が高いようてある。

（4) 現行の仕'"Nに対する従業員の謹価は怠外に

高く，全体の8割もの者が一応満足を感じている。

しかし，若年層または高い教育程度層においては，

その評価は一段と低くなる。こうした評価に重要

な影響を及ぽす要素としては，仕事の条件，賃金

水準，介業内の福利水準，自分の能））の発揮程度，

およひ転職0)日山度を挙げることかできるか，職

場の人間関係や絆営管理への参与）組企業内の娯

楽生活，それに仕事の安定度なとの要素は，従業

員の仕事に対する評価とはあまり関係ないようて

ある。

(5) さまざまな制度的・政策的規制の下でも．

郷鎮介業従業几特にそのうちのれ什者または高

い教ffを受けた者は，町あるいは都市への潜｛l：的

移動意欲かかなり強い。それは，いまの職場の人
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間関係とか通勤距離等とはあまり関係なく，主と

して仕事の条件，賃金水準，それに自分の技術の

発揮程度によって規定されている。

(6) 作業技術・技能の習得については、 3分(})

2の人か，仕事につきながら作業技術・技能を身

につけたが，職種別に見ると，技術者と竹理行の

多くは，国営企業や郷政府主催の講習会，あるい

は企業内の講習会への参加によって技術を習得し

た。

(7) 郷鎮企業管理者の昇進慣行については， I： 

場長，副l：場長の人巾権はだいたい郷政府・村民

委員会または党委員会によってコシトロールされ

るが，権限の狭い職場主任，作業班長なとの人事

権はほとんど工場長，企業のリーダーグループに

よって企業内部で決定される。そして，昇進序列

については，労働者から工場長までの各職階間に

ほとんど何の障壁も存しない。同時に，管理者の

昇進序列は，企業内に留まらず，郷村の行政シス

テムともリンクされている。重要なのは，企党の

成長にとって必要1<nJ欠な本人の熟練と外交能力

である。

(8! 郷鎮企業には統一された賃金制度がなく．

基本給＋ボーナスのタイプや完全な出来高制など

と，さまざまであるが．賃金の生活保障機能に比

較して，従業員の牛産怠欲を引き出すためのイン

センティプ機能かより重視されることはすべて(})

郷鎮企業の共通｝，191ヽてある。

(9！ そして，初任給の決定や賃金の引き上げに

際して，最も重要視される要素は，当該企業の経

営状態と郷村政府の関係規定の2つである。域内

の他企業の賃金水準や物価水準の変動，そして

都市部の貨令変化などは，大した影響力を持たな

し、

゜
(10) 郷鎮企業の賃金格差については，第 1に，
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年齢・勤続年数の違いにより大きな賃金格差か見

られる。第2に，異なる教育程度の従業員間の賃

金格差は相当大きい。第3に，男女間の賃金格沿

は最も大きい。第4に，職種別に見ると，顕朽な

賃金格差が存する。第5に，異なる規模の企業は

非常に似た賃金構造を有する。

(I 1) 退職一時金制度または退職金制度（退職後，

老後保障金を受け取り続けるもの）が多くの企業て

導入されている。全体の傾向としては，企業規模

が大であるほど，または創業時期が早いほと＼退

職後の保障制渡はより良く確立されている。たた

し，保障金額はかなり少なく，現段階ては象徴的

な存在にすぎないと言ってよい。

(12) 福祉制度については，やはり大規模企業ま

郷鎖企業内の労慟巾場の研究 (II)

たは郷営・連営企業のほうが相対的に良い福利水

準を保有している 3

(13) 最後に労働者の経営参加については，労働

組合の未確立もあって，ほとんどの郷鎮企業では

労働者の発言権が度外視されている。

以上のように，内部労働市場のミクロ的分析を

通じて，郷鎮企業内における管理行と一般従業員

の行動様式や，労働者，一般管理者・工場長，さ

らに郷村政府・党組織の相互関係が明らかになっ

た。郷鎖介業の運営構造および成長メカニズムを

解明する 1つの手かかりとして，これは大変璽要

であって，今後もこの研究を一層深めていく必要

かあるように思われる。

（桃山学院大学経済学部専任講師）

訂正

本，;L、ffi因（第33巻第 5号）所収の厳善中「郷鎮企

業内の労働市場の研究 (I)I中，下記0)誤りがあり

ましたので訂正します。
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誤 正

楊央県 楊中叫
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